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１．はじめに
　現代が情報社会である、あるいはグローバル社会であることは言うまでもない。それでは、
そこで必要なスキルは何だろうか。それぞれの専門、業種により要求される力は異なるが、
すべての人にとって、職業に関わらず、論理的に考える力、自分の意見を表現できる力、そ
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要　　旨
　統計学の知識、言い換えるならば、不確実な出来事に対する問題解決能力は、現代社
会を生きていく上で必須のスキルである。年齢や性別、職業の有無やその内容にかかわ
らず、誰にとっても不可欠な知識である。このため、統計教育は世界各国で重視されて
きたが、日本は大いに立ち後れてきた。特にこの10年間は逆行してきた感すらある。
　統計学の重要性は、日本の企業に対する聞き取り調査でも明らかである。一方、同じ
調査では、近年の大卒新入社員の統計能力が不十分であるという指摘もなされている。
児童や生徒に対する国際学力比較テストでも、統計学関連の問題の正答率が著しく低
かったことが報告されている。
　このような状況を受け、学校教育も大きく変わりつつある。これから実行される新学
習指導要領では、他の科目に比して統計学の充実ぶりが目を引く。またその内容も、従
来の「資料の整理」から「資料の活用」「データの分析」へと大きく変化した。統計学
は、単に表やグラフが作成できることでもないし、難しい数式を理解することでもな
い。現実のできごとを把握し、問題点を洗い出し、解決していくための総合力である。
現行指導要領で学んだ者は、たとえばその大学在学中に、統計知識をしっかりと学び、
社会を生き抜く基礎能力を身につけておくことが必要であろう。
キーワード：統計教育；ゆとり教育；不確実性下における問題解決法；コミュニケーション能
力；資料の活用；データの分析
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れらを総合する形で、目の前の出来事の内容を把握し、その問題点を見出し、解決へと導く
ことができる力（いわゆる問題解決能力）が必要である。
　ところで、私たちの社会ではデータが溢れている。ニュースでは内閣支持率や株価、為替
レートが報道され、天気予報では降水確率、スポーツ番組でも打率といった数字の形で表現
されるデータが数多く提供される。私たちは意識することなく、これらのデータを日常的に
利用している。このようにネットワーク社会においては膨大な量のデータに容易にアクセス
することができ、これらを正しく活用すれば、大きな知的発見に結びつけていくことができ
る。つまり現代社会を生き抜いていくためには、データを活用する能力、膨大なデータから
必要な情報を探し出し、その内容を正しく読み取り、さらにはデータを処理し統計的に分析
して必要な情報を抽出・意思決定ができる力までが重要である。このとき、統計的な考え方・
モノの見方ができなければ、つまり統計学に関する知識がなければ、せっかくの情報も正し
い問題解決・知識発見までに持っていくことができない。
　このような能力は、科学 ･ 技術に関する分野で働く者（俗な表現をすれば、理系の人間）
にのみ必要なのではない。高度情報化・ネットワーク社会では、誰であっても、責任ある形
で自らの意思を決定し、社会に参加していく基礎として、最低限、データやそれをまとめた
表・グラフ、さらにはデータ分析の結果を正しく見ることができるまでの統計（学）に関す
る知識・能力が要求される。要は、統計にダマされないための知識は、生きていく上で最低
限必要である。さらに、できることならば、新しい知識や技術を創造・開発していく基礎と
して、自身でデータをとりまとめ、分析を行えることが望ましい。
このように見てくると、現代では、データを正しく扱う能力である統計学の知識（統計
リテラシ 1）が豊かに生きていく上での必須な知識であることがわかる。しかしながら、たと
えば学校教育の問題などから、現時点では、日本人の統計リテラシは総じてあまり高くない
状態にある。
本稿は、統計学、すなわち不確実な出来事に対する問題解決能力が現代人にとって必須
の知識であること、その必要性が世界中で、また日本の社会、企業や公共団体で高く評価さ
れていることを見る。一方、このような要請に対し、近年の日本では必ずしも充分な統計教
育が行われてこなかった。そのことに対し、学校教育がどのように変化しようとしているか
を説明する。さらに、その変化に対し今後どのように対応していけばよいかを、学習者（学
生や生徒）、教育に携わる者それぞれの立場について提言していく。
１）統計リテラシ（statistical literacy）とは、「データ（分析）に基づく議論に対して適切な理解や明確な
評価を下す能力」や「データ（分析）に基づきコミュニケーションをはかり意思決定を行うことので
きる能力」をさす（Gal（2002））。
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　本稿の構成は以下の通りである。第 2 節で、日本の学校教育を司る学習指導要領について
説明し、その変遷やいわゆる「ゆとり教育」の位置づけ、そこでの統計教育の内容について
述べる。他国の統計教育カリキュラムとの比較も行う。第 3 節で、現代社会において統計学
が必須の知識であることをさまざまなアンケート結果から再確認する。現代社会では、不確
実な事象に対する問題解決力は大きな力を発揮する。このことに対する理解は、教育機関の
みで成立しているのではない。日本の企業・公共団体他に対し行ったさまざまなアンケート
調査から、数学とりわけ統計学の知識が仕事や生活に必須であると認識されていること、残
念ながら、このような統計学の必要性に対し近年の日本の大学卒業生の統計力があまり高く
評価されていないことを見る。最後に第 4 節では、新しい統計教育の流れ、今後の統計教育
のあり方について見る。従来、統計学というと難しい数式の羅列、暗記といったイメージが
少なくなかった。しかし、新しい指導要領では、統計教育は単に時間数が増えるという量的
な拡充だけでなく、従来の「資料の整理」から「資料の活用」「データの分析」へとその到
達目標を変更し、質的な拡充も目指している。この流れに対応する今後の統計教育のあり方、
方向性について述べた後、この変化を受けて、たとえば現行の学校教育を受けてきた学生が
社会へ出るまでにどのような心づもりで何をしておくべきか、整理する。また、大学での統
計学あるいはデータを用いた教育のあり方について考える。
２．学校教育の変遷と、統計学の位置づけ
２−１　学習指導要領の変遷
日本の初等・中等教育、すなわち小中高等学校で学ぶ内容は、学習指導要領（文部科学
省が告示する教育課程の基準）で詳細に決められている。すべての学校に対して適用される
が、特に国公立校への拘束力は強い。おおむね 10 年おきに改訂され、試案も含めると、戦
後から今日までに示された指導要領は合計 8 回にわたる 2）。
1958 年度 3）には系統性を重んじたカリキュラム、1968 年度には現代化カリキュラムが導
入されるなど、戦後 30 年間はカリキュラムの充実・濃密化がはかられてきた。しかし、70
年代に入ると、授業についていけない落ちこぼれ現象が生じたこと、受験競争の加熱、その
反動としての燃え尽き症候群が社会問題となったことから、中央教育審議会は、1976 年に
２）高等学校の学習指導要領のみ、1956年にも改訂が行われた。
３）以下、年号は小学校に対する改訂版が提示された年を示す。改訂版の提示は、多くの場合、初等教育
は同じ年に行われる。中等教育（高等学校）の提示は翌年度となることも多い。また、提示後適用開
始までに 2 ～数年の準備期間がおかれる。このため、たとえば現行カリキュラム（1998 年度改訂版）
が小学校に対し適用されたのは 2002 年度からである。
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学習内容を削減する方向を打ち出した。これ以降、日本はゆとり教育の時代へと移っていく。
1977 年度に各教科の学習内容を若干削減したゆとりカリキュラムが、1989 年度にはさら
に学習内容を削減し、新学力観に基づき個性を生かす教育を目指した指導要領が実施された。
しかしながら、90 年代半ばには、大学においても分野を問わず学力低下の傾向が見られる
ようになり、その方向性には疑問の声があがった。次の改訂方針が打ち出されると、教育界
では強い批判が起き一部理系科目では反対運動も行われたが、当初の方針に沿った 1998 年
度改訂版が告示された。
　以下、特に統計教育に着目して、その内容の変遷を簡単にまとめておく 4）。
　　1947 年度試案：統計教育が明確に位置づけられた（背景にアメリカ統計局の勧告があった）。
　　1951 年度改訂：「統計グラフ」がカリキュラムの中心に（都道府県単位で試行錯誤して指導）。
　　1958 年度改訂：系統性を重んじたカリキュラム（昭和 30 年代を通じ、統計教育指導者養成の
ための研修・講習会が各地で活発に開催された）。
　　1968 年度改訂：理数教育における現代化カリキュラムの導入。統計学習の内容も充実。
　　1977 年度改訂：カリキュラムの充実・濃密化から、ゆとり教育へと方針が転換。「確率
と統計」が導入される。
　　1989 年度改訂：ゆとり教育の継続。統計学習の内容はさらに削減。
　　1998 年度改訂：ゆとり教育の継続。全ての科目においてその教科内容を 3 割削減。総
合学習の導入。この結果、統計学習の内容は激減。
　次項では、1998 年度改訂に基づく現行カリキュラムの内容について、統計教育を中心に
詳しく検討する。また、現行カリキュラムに対する世論の動向についても見ていく。
２−２　ゆとり教育５）における統計教育
　2002 年度より実施された指導要領は、引き続き、生きる力の育成とゆとり教育を目的と
している。完全週休二日制の実施による大幅な時間数減に対応するため、全ての科目におい
て例外なくその教科内容がそれ以前より 3 割削減されたこと、また新しく導入された総合学
習の時間での学習が可能と考えられたことから、統計学の内容は「算数・数学」の中でもと
りわけ大きく減ぜられた。高等学校での学習内容はすべて選択部分に移ったため、ほとんど
の児童・生徒が小学校 3 ～ 5 年でいくつかのグラフを、6 年で算術平均、中学校 2 年で確率
４）井出（2002）は、詳細に、1951 年度から 1998 年度までにわたる 6 回の学習指導要領の変遷を、いずれ
も統計教育の観点から、小学校の算数、中学校の数学についてまとめている。
５）2 - 1 で見たように、ゆとり教育は 1980 年代から始まっており、すでに 3 回の指導要領がその方針に
基づいて作成されている。ただ、広く話題になったことから 1998 年度改訂版に基づく現行カリキュラ
ムのみを指していることも少なくない。本節では、この狭義の意味合いで「ゆとり教育」の語を用いる。
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の基礎を学ぶだけとなった。順に見ていく。
　小学校では、1977 年度改訂版以降 1年生、2年生では統計に関わる事柄（たとえば、表や
グラフの読み方・描き方）は学ばなくなった 6）。現行指導要領では 3年生以降 5年生までに
目的に応じた資料の整理の方法やいろいろなグラフ（棒・折れ線・円・帯グラフ）、6年生
で平均について学習する 7）。大きな問題点は、小学校ではデータの分布の形状や、そもそも
データはばらつくものであることを学ぶ機会がなくなったことである 8）。
　中学校では、さらに大きな問題が生じている。従来、新聞を読んで適切なグラフに表す、
目的に応じた資料の整理、多数回試行と確率、標本調査といった項目についての学習が行わ
れていたが、現行指導要領では、中学校 2年で確率の基礎を学ぶ以外は統計教育を行わない。
　これらの削除された項目は高校のカリキュラムに移行してはいる 9）が、時代がより統計の
知識を必要とする方向に動いているにも関わらず学校教育を通じて学習する統計学の内容が
増えてはいない点は問題である。さらに大きな問題は、科目選択制の結果、実際のところ高
校で統計関連科目（項目）を学習する学生はほとんどいない点にある。
　高校では、すべての高校生が、必修科目として数学基礎あるいは数学 Iのいずれかをとら
ねばならない。しかし、上位科目の先修条件になっていないこと 10）、（センター）入試に出題
されないことから、数学基礎の採択率は非常に低く、全体の2％にしか過ぎない。また、数学B、
数学 Cはいずれも科目選択を行う（4項目のうち 2項目を選択し学習すればよい）ため、統
計に関連する項目が選択されることは非常に少ない 11）（数学 Bで 7％、数学 Cで 1％）。
　結果として、高校で統計関連科目（項目）を学習する学生はほとんどいないことになり、
６）このような流れは、他の教科たとえば理科や社会で、低学年から、今まで以上にデータに基づい
た記述、視覚に訴えるためのグラフが多用される方向にあることを考えると、問題がある。
７）具体的には、3年生：資料を表やグラフで表し読む、棒グラフの読み方・書き方を知る、4年生：目的
に応じた資料の整理、落ちや重なりの検討、棒・折れ線グラフから傾向・特徴を読む、5年生：目的に
応じて資料を整理し、円・帯グラフに表す、6年生：平均の意味を知り、使う、の内容を学ぶ。
８）従来は、5年あるいは 6年生で資料のちらばりや度数分布から全体の傾向を推論すること、資料
を統計的に考察し表現することを学んだが、これらの内容がすべて削除されてしまい、唯一、平
均の概念だけが残った。
９）現行指導要領より、高校の数学は数学基礎、数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学A、数学B、数学Cの 7科
目に変更された。このうち、統計に関連する項目は、数学基礎の「身近な統計」、数学Aの「場合の数
と確率」、数学Bの「統計とコンピュータ」、数学Cの「確率分布」の 4つであり、中学で学習されな
くなった資料の整理が数学基礎あるいは数学Bで、標本調査が数学基礎あるいは数学Cで学べるように
なっている。
10）数学基礎を履修すると、数学Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Bは選択することができない。
11）数学Bは数列、ベクトル、統計とコンピュータ、数値計算とコンピュータの 4項目から 2つ選ぶが、大
半の学生は数列とベクトルを選択する。また、数学Cでは行列、式と曲線、確率分布、統計処理から選
択されるが、行列と式と曲線が選ばれるケースがほとんどである。
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理科系文科系を問わず、大学入学時点での統計に関する知識は、小学校で学んだグラフと平
均、中学で学んだ確率の基礎だけという状態になっている。データがばらつくこと、データ
の分布といった、データの特徴を読み取っていく際に根幹をなす知識を、理系の学生であっ
ても、高校までの学校教育で学ばないケースがほとんどである。
　ところで、このような状況は他国でも同様に見られるのであろうか。たとえば、日本でも
問題視されている数学嫌いは、程度の差こそあれ、世界各国で観察され憂慮されている。し
かしながら、学習時間を全般的に削減したり、統計学の学習内容を他科目に比して削減した
りする方向は、日本独自の動きである（深澤他（2007））。1957 年のスプートニクショック
による教育・科学技術重視は、現在も他国では衰えていない。それどころか、情報化の進展、
人材育成を重要視する傾向から、各国とも統計教育に力を入れている。表 1、表 2 12）はいく
つかの国の義務教育における統計学の学習内容を、それぞれグラフと統計量・手法について
比較している。一見して、日本における統計関連項目の学習内容の少なさが明らかである 13）。
　以上、統計教育に関わる部分に着目して現行指導要領の内容を見たが、他の科目について
も同様の学習内容軽減化が行われた。その影響が憂慮されていたところ、2000 年代に入り、
世論をも大きく動かす事態が生じた。2003 年以降公開された複数の学習到達度に関する国
際比較調査で、日本人の学力が数学や科学（理科）だけに限らず、読解力さらには学習意欲
においても下落傾向にあることが明らかになったのである。
12）深澤他（2007）の内容より作成した。
13）このグラフの内容は概ね90年代後半に対応しており、その後各国で統計関連科目の比重がさらに高く
なったことを考えると、日本の立ち後れはかなり深刻である。
年齢 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
アメリカ 絵･棒･線グラフ ヒストグラム/箱ひげ図/散布図 箱ひげ図
イギリス 絵･棒グラフ 度数分布表/ヒストグラム/線グラフ 円グラフ 散布図
ニュージーランド 絵･棒グラフ/幹葉図 ドットプロット 度数分布表/ヒストグラム 箱ひげ図/累積棒グラフ 散布図
シンガポール 絵グラフ 棒グラフ 線グラフ 円グラフ ヒストグラム 幹葉図 箱ひげ図/累積棒グラフ
中国 絵グラフ 棒グラフ 累積棒グラフ 線グラフ 円グラフ ヒストグラム
韓国 表/グラフ 線/棒グラフ 幹葉図 円グラフ ヒストグラム 散布図
日本 棒グラフ 線グラフ 円グラフ
年齢 5−7 8 9 10 11 12 13 14 15
アメリカ 最大値 平均 /メディアン/モード/ 範囲 /外れ値 平均 / 四分位範囲 / 関係 / 近似線 相関係数 / 回帰線
イギリス 範囲 /モード 平均 /メディアン 相関 / 回帰
ニュージーランド 時系列 範囲 / 平均 /メディアン
シンガポール 平均 /メディアン他 範囲 /標準偏差 / 四分位範囲
中国 平均 メディアン 母集団と標本他 分散 /標準偏差
韓国 平均 相関係数 標準偏差
日本 平均
表１　各国義務教育における学習内容（グラフ）
表２　各国義務教育における学習内容（統計量・手法）
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OECDの学習到達度調査（PISA）は 3 年おきに行われる、OECD加盟国の 15 歳を対象
にした調査である。第 1回（2000 年、32 カ国参加）、第 2回（2003 年、41 カ国参加）の結
果を比較した時 14）、2003 年の日本の結果は、理科・数学で順位を下げただけでなく、読解力
で大きく順位が落ち込み、2位グループに転落した 15）。なお、2003 年試験では、数学的リテ
ラシーが重点的に調査されており項目別の順位も見ることができるが、統計知識を問う「不
確実性」は 9位で 2位グループに甘んじた 16）。
　続いて話題になったのが、国際教育到達度評価学会（IEA）による国際数学・理科教育動
向調査（TIMSS）の 2003 年の結果である 17）。この結果も以前に比べ学力が低下しているこ
とを示し 18）、世論のゆとり教育見直しに拍車をかけることとなった。なおTIMSS では、IEA
がその年代までに習得しておくべきと考える問題が出題される。出題内容を現行カリキュラ
ムがカバーしていたかどうかを中学校 2年の問題で見たところ、幾何：77%、数：100%、代数：
100%、測定：88%、資料の表現・分析、確率：38% であり、統計関連領域のみ大きくカ
バーできていなかった。現行指導要領では中学校から統計関連項目が削除されており、その
影響が出たと思われる。また算数・数学に対する学習意欲の低下も話題となった 19）。
　長年にわたるゆとり教育の結果、特定の層・科目に限らず基礎的な学力の低下が危惧され
14）2000年は読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの 3分野、2003年はさらに問題解決能力を
加えた 4分野が対象となっている。2000年の結果概要はhttp://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/
index28.htm、03年分はhttp://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/04120101.htmで閲覧可能である。
15）2000年、日本の順位は読解力 8位、数学的リテラシー 1位、科学的リテラシー 2位であったが、2003
年にはこれが、順に、14位（ 2位グループ内)、 6位、 2位、新設の問題解決能力が 4位であった。な
お、たとえば数学の誤答を詳細に見ていくと、問題文の読解に問題がある場合が少なからず見られる。
16）数学リテラシー全体の順位は 6位（ 1位グループ）であったが、｢空間と形」は 2位、｢変化と関係」は
7位であったものの、｢量」11位、統計知識を問う｢不確実性」 9位の 2項目は 2位グループであった。
17）結果は http://www.nier.go.jp/timss/2007/index.html で閲覧可能である。
18）この調査は、小学校 4年と中学校 2年を対象とし、46カ国が参加した。小学校 4年の算数の結果は
前々回の95年と比べ2003年は0.2ポイント低下しただけであったが、中学校 2年の数学は前回の99年と
比べ 4ポイント低下した。詳しく内容を見ると、 1ポイント減にとどまった「幾何」を除く｢数｣「代
数」｢測定」｢資料の表現・分析、確率」の項目で 3ないし 5ポイントの低下が見られた。
19）TIMSSでは、学習意欲や生活態度等についても調査がなされる。この調査で、日本の児童・生徒が他
国に比して極端に多く、算数・数学の「勉強は楽しくない」｢よい成績を取りたいと思わない」｢勉強
に自信がない」と回答したこと、宿題する時間が調査国中最も短かったことが大きく報道された。
　　　なお、この結果は、たとえば国立教育政策研究所が、2002年11月に全国の高校 3年生約10万5,000人
を対象に行った学力テスト「教育課程実施状況調査」の結果にも通じる。この調査結果では、理数系
の学習でより問題が生じていること（たとえば、問題作成委員会の期待正答率を下回った問題の比率
が、国語16％、英語31％なのに対し、理科 4科目では60～72％、数学に至っては80％に達している）
や、学習意欲が乏しい、勉強嫌いな生徒が多い（「勉強が好き」と回答した生徒が20％、反対に「勉
強は嫌い」と答えた生後は73.5％であった。また、学校以外で「全く、または、ほとんど勉強しない」
生徒は全体の41％に達していた）状況が浮き彫りにされた。（調査結果は、http://www.nier.go.jp/
kaihatsu/katei_h14/index.htmで閲覧することができる。）
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てきた。これらの結果が報道されたところ、世論が大きく批判的に動いたため、文部科学省、
中央教育審議会も、その教育方針を見直さざるを得なくなった。このため、先般示された新
しい学習指導要領では、教育の充実を望む世論に押され、30 年ぶりにその方向が見直され
ることになった。
２−３　新指導要領における統計教育の拡充
2008 年 3 月に発表された新指導要領により、小学校の算数で「数量関係」、中学校の数学
で「資料の活用 20）」として統計学に関する学習内容や時間数が大きく増えることが決まった。
さらに 2009 年 3 月に発表された高等学校の新指導要領でも、数学A、数学 Bに加え、高校
数学の必履修科目である数学 Iに統計に関する内容である「データの分析」が導入されるこ
ととなった。表 3に小学校から高校までの学習内容をまとめる。新指導要領における学習内
容は、ゆとり教育時代に比べかなり拡充されたことがわかる 21）。なお、指導要領は発表後 2
年の準備期間を経て実施されるが、今回、理数科目については前倒しで開始することも決定
された。また、初めてコンピュータの活用が前面に打ち出された。
　義務教育である小学校、中学校では全学年で、進学率が約 98％に達した高校でも今回か
ら共通必履修科目となった数学 I に導入されたことから、ほぼすべての児童・生徒に対し
10 年間にわたり系統的に統計教育が行われることとなった。また、数学 I に盛り込まれた
ことは、統計学が大学入試センター試験の対象となることを意味しており、そのインパクト
は大きい。新指導要領では、統計学習の機会、内容、時間数は、これまでと比べ格段に改善
されることになる。
このような統計教育重視の背景には、次のような流れがある。
今回の改訂の大きな柱は、教育内容における言語活動の充実、理数教育の充実にある 22）。
そこでは「思考力・判断力・表現力等をはぐくむ学習 23）」が重視されるが、その基盤をなす
のが統計思考力であるため、科学（数学・理科）の中でも統計教育はとりわけ重視されるこ
20）従来の 3領域（数と式、図形、数量関係）が 4領域に増え、資料の活用が 1つの領域となった（残る
3領域は数と式、図形、関数)。
21）小中学校における太字部分は、現行カリキュラムでも学習する内容である。高校の内容は、現行でも
学習内容に含まれているが、現行カリキュラムではいずれも選択科目に含まれている。
22）この 2点に加え、伝統や文化に関する教育・道徳教育・体験活動・外国語教育の充実、職業に関する
教科・科目の改善があげられている。
23）その内容は、①体験から感じ取ったことを表現する、②事実を正確に理解し伝達する、③概念・法
則・意図などを解釈し、説明したり活用したりする、④情報を分析・評価し、論述する、⑤課題につ
いて、構想を立て実践し、評価・改善する、⑥互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを発
展させる、の 6点である。
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ととなった。
　算数・数学教育では、いくつかの改善の基本方針に沿って、「分かる、できる、面白い、
役に立つ」算数・数学が目指されている。方針の一つに 24）、「数学的な思考力・表現力を育成
するために、特に根拠を明らかにし筋道を立てて体系的に考えることや、言葉や数、式、図、表、
グラフなどの相互の関連を理解し、それらを適切に用いて問題を解決したり、自分の考えを
わかりやすく説明したり、互いに自分の考えを表現し伝え合ったりすること」がある。これ
はまさに統計教育の目指す方向であり 25）、今回の改定では、目的に応じて資料を集めて分類整
理し、表現したり読み取ったりする能力、資料を整理した結果を用いて考えたり判断したり
する能力の獲得が重視されたことから、統計教育の内容が量・質とともに充実したのである。
　以上のように見てくると、時間数の増加もさることながら、統計教育の内容が大きく、よ
り現実に役立つ能力の獲得を目指す形に変質したことが分かる。大学における統計教育も対
応する必要があるが、この点については第 4節で検討を行う。
表３　新指導要領における統計関連の学習内容
小 1 ものの個数を絵や図などを用いて表したり読み取ったりする。
小 2 身の回りにある数量を分類整理し、簡単な表やグラフを用いて表したり読み取ったりする。
小 3 資料を分類整理し、表やグラフを用いて表したり読み取ったりする。棒グラフ。
小 4
目的に応じて資料を集めて分類整理し、表やグラフを用いて分かりやすく表したり、特徴を
調べたりする（資料を二つの観点から分類整理して特徴を調べる。折れ線グラフ）。
小 5 目的に応じて資料を集めて分類整理し、特徴を調べる。円グラフや帯グラフ。
小 6
資料の平均や散らばりを調べ、統計的に考察したり表現したりする（資料の平均。度数分布を
表す表やグラフ。具体的な事柄について、起こりえる場合を順序よく整理して調べる）。
中 1
ヒストグラムや代表値の必要性と意味を理解する。ヒストグラムや代表値を用いて
資料の傾向をとらえ説明する。平均値、中央値、最頻値、相対度数、範囲、階級。
中 2
確率の必要性と意味を理解し、簡単な場合について確率を求める。
確率を用いて不確定な事象をとらえ説明する。
中 3
標本調査の必要性と意味を理解する。簡単な場合について標本調査を行い、
母集団の傾向をとらえ説明する。全数調査。
高校
数学Ⅰ［必履修］　データの分析（データの散らばり、データの相関）
数学Ａ［選　択］　場合の数と確率（場合の数－数え上げの原則、順列・組合せ－、
確率－確率とその基本的な法則、独立な試行と確率、条件付き確率－）
数学Ｂ［選　択］　確率分布と統計的な推測（確率分布－確率変数と確率分布、二項分布－、
　正規分布、統計的な推測－母集団と標本、統計的な推測の考え－）
24）他に、「基礎的・基本的な知識・技能を確実に身に付け、数学的な思考力・表現力を育て、学ぶ意欲
を高める｣「内容の系統性を重視しつつ、反復（スパイラル）学習を行えるようにする｣「数学・算数
を学ぶ意欲を高めたり、学ぶことの意義や有用性を実感したりできるようにするための工夫を行う」
等がある。
25）基本方針の内容を、順に、必要なデータを収集し「AだからBである」と考えを進める、データを表や
グラフに整理しその傾向を表現する、データの傾向から自分の意見をまとめ発表したり議論したりす
る、と言い換えることができる。
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３．現代社会における統計学の必要性
　ここまで第 1 節で現代人にとって統計学が重要な知識であること、第 2 節で日本の学校教
育では世界の流れに反して統計教育が軽んじられてきたが、新カリキュラムでは重視される
ことを見た。しかしながら、たとえば大学教育において統計学は決して人気のある科目では
ない。履修者数から判断するならば、データ分析の手法を学ぼうという学生は多くない。残
念ながら、それほど統計学の重要性、必要性が認識されているとは言えない状態である。
　この節では、まず統計学の内容とそれを学ぶことにより身につくことについて、新指導要
領の方向性も考慮して、あらためて考えてみる。そして、いくつかのアンケート結果で、教
育機関のみならず、企業や公共団体など実社会でも統計知識が重視されていること、そして、
大学卒業者の統計知識の水準に企業や公共団体が必ずしも満足していない現状を見る。
３−１　「統計学」の意味すること
　さて、統計（学）というと私たちは何を思い出すだろうか。
　長崎大医学部で、１回生の統計学受講者に、初回の講義において「統計」「統計学」から
連想する言葉を 3 分で書かせたところ、次のような結果が得られた 26）（柴田（2003））。挙が
った言葉を多い順に並べてみると（括弧内は挙げた者のパーセンテージ）
 グラフ（55）、　数学（51）、　コンピュータ（43）、　データ（38）、　調査（32）、　
　 計算・確率（29）、　表（28）、　難しい（24）、
となり、以下、平均・数値・偏差といった言葉が続く。これらの言葉から、理系の学生から
しても統計学はとっつき難く思われていること、統計学とは、コンピュータを用いデータを
分析する数学の一分野であり、データを整理したり特徴をとらえたりするのに用いると考え
られていることがわかる。初学者に対するアンケートであったため統計分析（推測統計）に
関する回答数は少なかったが、統計学に対しおおむねこのようなイメージがもたれていると
考えてよいだろう。
　このようなイメージがあるため、統計学の知識と聞くと、多くの人は、私には関係がない、
特定の分野に携わる人、理科系の人のみに必要な知識と思うかもしれない。しかしながら、
その考えは大きな間違いである。今日、莫大な量のデータ（数値化された情報）が容易に入
手できるようになり、それを処理できるコンピュータ能力も発達している。自分で分析しな
いとしても、身の回りにあふれるデータ（やその加工）を読みとる力がないと、データ（を
26）回答者は85名。回答された語数は 4 語から 7 語が多く、全体の 6 割弱を占めた、最高回答数は20語。
まったく回答の無かった者が 1 名いた。
160
57
統計学のススメ－大学の間に学んでおくべきこと－（橋本）
悪用しようとする人、誤用する人）にダマされることになってしまう。文系学生であっても、
パソコンでデータを扱えること、データ分析の手法を用いて必要な情報を抽出する能力、す
なわち統計リテラシは必須の知識になっている。たとえ小学生であっても、たとえば理科や
社会の教科書に掲載されているデータ、表やグラフを理解できなければ、学習ができない。
また、一般の大人も、新聞や TV などに溢れる統計情報を正しく読み取らなくては、生活に
支障が出ることもあり得る。つまり、統計の知識はすべての人に必要なのである。
　一方、データを自分で整理・分析するのは大変だが、結果を見て理解するだけなら誰でも
できる、そう思っている人も多い。残念ながら、これも誤解である。正しい統計学の知識が
なければ、数値やグラフで表される情報の意味をきちんと把握することはできないのである。
たとえば、「家計の金融行動に関する世論調査（平成 22 年）27）」によれば、「2010 年の日本の
1 世帯あたり平均貯蓄額は 1,542 万円であり、前年に比べ増加している」。この数値を聞いて、
あなたはどう考えるだろうか。つい「平均＝並みの状態」と考えがちであるが、本当にそう
なのだろうか。貯蓄額が 1,500 万円に満たない人は貯蓄の少ない人なのだろうか。また、不
況が続く状況なのに、なぜ貯蓄は増えているのだろうか。　
　正しく情報を把握するには、いろいろ確認する必要がある。たとえば、その調査が信用で
きるのか（相当数に対する調査結果か、サンプルは偏っていないか等）28）も大切な点である。
また、データの並び（分布）に留意する必要がある 29）。平均が「中心」に位置するのは分布
の形状が左右対称に近いときに限られ、経済データによく見られる歪んだ分布では極端な値
に強く影響されることが知られている。そのような分布では中央値（メディアン）を中心の
概念として用いた方がよく、今回の場合、調べてみると中央値は 820 万円と平均とは大きく
異なっている。「平均＝並みの状態」と考えていると判断を誤る可能性が大きい 30）。
27）調査結果はhttp://www.shiruporuto.jp/finance/chosa/yoron2010fut/index.htmlで閲覧できる。
28）この調査は、サンプル数は全国8,000世帯が対象（回収率50.4％)、層化二段無作為抽出法により調査対
象世帯が抽出されており、信頼に足ると判断できる。
29）調査結果の一括ファイル（http://www.shiruporuto.jp/finance/chosa/yoron2010fut/pdf/yoronf10.pdf）
19ページより、この貯蓄分布は右裾が非常に長い、大きく歪んだ分布である。
30）他にも留意すべき点がいくつかあり、それら考慮せずに判断を行うと誤った結論を下しかねないので
注意が必要である。たとえば、調査の名称や対象者をよく見ると、「世帯主が20歳以上でかつ世帯員
が 2 名以上の世帯」となっている。かなりの割合を占める単身者世帯は含まれていない。また、この
平均値や中央値は、金融資産を保有している世帯のみを対象とした場合の値である（報道等で扱われ
るのはこちらの値の場合が多い)。金融資産を保有していない世帯を含む全体でみると、平均1,169万
円、中央値500万円とかなり金額が下がる。これは、金融資産を保有しない世帯が相当数いるからであ
り、資産額を回答した世帯の24％にあたる899世帯が金融資産なしと回答している。保有する金融資産
額の最頻値（モード）は 0 円（資産を保有しない）である。
　　　なおこのデータからだけでは断定できないが、上記のような状況と、平均値では貯蓄額が前年より
増えていることを考え合わせると、高額所得者が増加（格差が拡大）している可能性がある。
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　さらに、 2 - 3 の新指導要領の説明からも分かるように、統計学の知識を身につけること
は、単にデータ、数字に強くなるだけではない。ある現象について、状況を把握し、何が問
題かをみつけ、改善するために何をすればよいか判断する、そういった能力までを体得する
ことができるのである。
　ますます発展する情報化社会において、不確実な状況における問題解決がいっそう重要と
なっている。現代社会では、日常的に、たとえ確定的な答えが得られないにしても、問題を
設定し、それに応じた資料（データ）を収集し、分析・処理を行い、傾向を読み取り、判断
を行う力が必要とされている。この力の基礎を与えるのが統計学に他ならない。
このような能力は、日常生活を支障なく行っていくためにも必要であるが、企業や公共
団体での仕事の場ではよりいっそう求められるであろうことは容易に想像がつく。次項では、
その点について、アンケート調査の結果から確認を行う。
３−２　企業や社会の考える統計知識の必要性
　そうはいっても、このような統計学必要論は教育の場だけで言われているのではないか、
実社会ではそれほど重視されていないのではないかという意見もあるかもしれない。しか
し、これは全く的外れな考えである。企業は、論理的な思考のできる能力や正しくデータを
扱う能力、すなわち、数学や統計学の知識は不可欠と考えている。その評価は、大学を始め
とする教育機関でよりいっそ社会に出てから企業に入ってからの方が高いと言えるかもしれ
ない。このことを示す例として、いくつかのアンケート調査結果を見てみよう。
　武田（1995）は、1991 年末から 1992 年 2 月にかけて、東証一部・二部上場の全企業 1635
社に調査を依頼し、一部 529 社、二部 147 社の合計 676 社（全体の約 41％）から回答を得
た。これらの企業はさまざまな業種にわたっているが、大卒の占める割合は平均して約33％、
数学を必要とする社員の割合は全社員の 13.3％であった。文系学生に対し、採用試験に数学
を課している・課したことがある企業は全体の 62.7％に達しており、近年の学生の数学の知
識に不満を覚えている比率は 53.1％と相当数に上っている。大学でどの程度の数学を学んで
ほしいかとの問いに、基礎的な数学をきちんと学んでほしいと回答した企業 263 社（39.1％）
に対し、どのような領域を学んでほしいか複数回答してよい形式で聞いたところ、統計学が
190 社（72.2％）で 1 位となった。業種別に見ても、いずれの業種においても統計学を重視
する比率は 1 位であった。なお、2 位は、計算機数学（プログラミングなど）の 130 社（49.4
％）であった。
　また、瀬沼（2002）は、2002 年 1 月から 2 月にかけて、同じく東証一部・二部上場の全
企業 2060 社にアンケートを郵送し、399 社（全体の 19.4％）から有効な回答を得た。社員
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に必要な算数・数学のレベルについて、48％の企業が高校レベルの、25％の企業が大学レベ
ルの知識を要求した。その際、27 項目にわたる数学に関連する分野や考え方について、仕
事をする上で大切な算数・数学、あるいは、仕事をする上で大切ではないとは思われない算数・
数学について問うた。両問ともに、「データに基づく予測」が「数と計算」に次いで 2 位、「論
理的に考える」に次いで「統計」が 4 位となり、統計の知識が企業人にとって不可欠である
ことが強く示された。この結果、著者たちは、企業が期待している人間像を「数がわかり計
算ができ、データに基づいて予測でき、論理的に考えられ、判断力があり、統計ができ、簡
潔に表現できる人材」と結論づけている。
　以上は企業に限ったアンケート調査であったが、長崎（2005）は、小中学校の保護者、教
師や研究者、数学者や教育研究者、指導主事など、約 4,700 名のさまざまな立場の人にアン
ケートを行った。3 つの観点（内容、能力や技能、関わる姿勢・態度）から算数・数学にお
ける指導内容の重要度を聞いており、いずれのグループにおいても、算数・数学の内容 31）と
してグラフや表、データの傾向が、算数・数学の能力・技能 32）として「算数・数学の式や表
やグラフや図などからその意味を読み取ったり、それらを使って自分の考えを伝えたりする
こと」や「実験や観察で得られたデータに基づいて予測すること」があげられるなど、指導
者や学習者の保護者が統計関連科目の重要性に着目していることを示している。
３−３　企業・公共団体が評価する大学生の統計知識
　 3 - 2 で見たように、企業や保護者、指導者は統計学の知識を重視している。しかしながら、
第 2 節で見たように、現在までの日本の統計教育には不充分な面が少なからずあった。高校
までに統計の知識を身につけている学生は数少なく、大学入学後も、統計学＝数学の一分野
と考え、文系の場合数学アレルギーから、理系の場合専門の理科やそれに必要な数学を重視
するために、統計学を学ばない機会も多いと思われる。
　それでは、企業は大学（卒業）生の統計力をどのように評価しているのであろうか。
　そこで、大学における統計教育が社会で必要な統計知識を持った人材を社会に送り出すこ
とに成功しているかどうかを調べるために 2005 年 3 月に企業および公的団体に対し行われ
た、「データ分析と統計知識の需要度調査（大学教育への期待）」アンケートの結果を検討す
る（橋本他（2007））。
31）これらに加え、整数、小数、分数とその計算、割合とその使い方、の合計 4 項目が上位を占めた。
32）これらに加え、数や図形をうまく使うこと、計算をすること、の合計 4 項目が上位を占めた。なお、
算数・数学に関わる姿勢・態度に関しては、「数や図形などを使って、簡潔に考えようとしたり、明
確に考えようとしたり、能率的に考えようとしたり、説明しようとすること」と「算数・数学の学習
を通して、論理的に筋道たてて考えるようになること」が重要であると回答された。
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　このアンケートは、広範囲の民間企業 33）および官庁・公共団体をも調査対象としており、
また、質問項目を統計知識に限り、その内容を細分化して調査している。さらに、企業や公
共団体のニーズのみならず、学卒者の統計知識すなわち大学における統計教育に対する評価
についても聞きとりを行っている。
　得られた主要な結果より、企業や公的団体の、統計知識に対するニーズおよび学卒者の統
計知識に対する評価を見てみる。
　 1 ）社員・職員に関して、統計知識全般へのニーズは非常に高い。統計知識を有用と考え
る回答者は全回答者の 94.1%、必須と考える回答者は 46.7％にのぼった、また、高度な
統計知識が必要と回答した企業・公的団体は 25.5％にのぼった。
　 2 ）統計知識をコミュニケーション ･ プレゼンテーション（分析結果を人に伝える）能
力までを含む 8 つに細分化し、学卒者についてその出身（文系または理系）ごとに、i）
データ分析や統計に関する基礎的な知識に関して、大学教育でどのような能力、スキル
を身に付けておいてほしいと考えるか、ii）それぞれの能力やスキルについて、近年の
社員・職員を見て、大学教育の達成度は期待に対してどの程度達成しているかを問うた。
結果を表 4 に示す。
表4　需要度調査の結果
文科系学卒者 　理科系学卒者　（%）
業務に必要
である
達成度に満
足している
業務に必要
である
達成度に満
足している
Ａ．データ・資料を収集する能力 87.1 48.0 88.4 59.6 
Ｂ．グラフや表の数値を読み取る能力 87.1 46.4 88.4 60.9 
Ｃ．問題・課題を数量的に認識する能力 86.8 35.1 87.7 52.6 
Ｄ．データ収集のための実験や調査などの企画立案能力 75.8 30.8 83.1 42.1 
Ｅ．パソコンの表計算ソフト等を使い、簡単なデータ集計や分析をする能力 88.1 56.0 88.4 64.6 
Ｆ．要因分析や予測などのデータ分析を行う能力 80.5 30.5 85.8 46.0 
Ｇ．分析結果から問題・課題解決の情報を抽出する能力 86.4 27.8 86.8 42.4 
Ｈ．分析結果を人に伝える（コミュニケーション・プレゼンテーション）能力 89.7 31.8 88.4 39.4 
　各項目について、文系学生に対しても、理系学生に対してはいっそう強く、統計知識が必
要とされている。一方、学卒者の達成度に対する評価は総じて高くなく、このニーズに十分
には応えられていない。とりわけ、文系学生の達成度は低い 34）。
　上記の全体的な結論は、官民の別によっても、業種によっても影響されることはなかっ
33）東証上場といった制限を設けていない。
34）ここでの評価対象者は、大学生一般ではなくその企業・団体の採用試験を経て入社した新入社員であ
ること、2000年代前半に入社している（現行カリキュラムの学習者ではない）ことを考えると、現在
の大学生一般を対象に評価した場合、その評価は下がるものと思われる。
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た 35）。なお、全般的な統計ニーズは、企業（採用）規模が大きくなるほど強くなる傾向が、
また細分化した統計ニーズについては、業種により重視する項目が違うことが観察された。
　以上見てきたように、企業・公的団体は統計知識を強く必要としている一方、近年入社し
た社員・職員が必要な知識を身につけている度合いは低い。自由記述欄に書かれたコメント
を読んでいくと、具体的な問題のありかや改善方法、すなわち今後大学教育を見直していく
上でのヒントが散見される。
たとえば、大学卒業生は統計学を「知識として知っているが、実践できない」という指
摘があった。応用能力を身につけるため、学習の際、「他の科目とのつながりや社会でどの
ように役立っているのかを教えてほしい」「なぜ必要なのかをしっかりと教え、モチベーシ
ョンを上げてほしい」との要望が寄せられた。また、「統計や数学の知識以前に、まず論理
的思考ができることが必要ではないか。マニュアルに頼らず自ら考える力が弱まっている」
との指摘も見られた 36）。以上、一言で言うならば、企業や公的団体は、「知識のみならず、実
践力を」という形で、現在の大学統計教育の問題点を指摘している。今後の教育方向を考え
ていく上で重要な視点であろう。
４．これからすべきこと
４−１　これからの統計教育　−新指導要領で「統計教育」はどのように位置づけけられたか
　 3 - 3 でみた企業アンケートの結果では、いわば、実際に使える統計知識が重視されてい
た。この流れは、新指導要領がめざす方向でもある。たしかに、従来の統計教育はともすれ
ば厳密さ、正確さを重視する傾向があり、学習者には「式がいっぱい出てくる」「わかりに
くい」といったイメージを持たれがちであった。もちろん基本的な知識の習得は重要ではあ
るが、それを単なる知識として終わらせるのではなく日々の活動や業務に役立てることが重
要である。応用能力を身につけるためには、その知識が社会でどのように役立っているのか
を気づかせることが大きな意味を持つ。統計学は、何よりも、問題解決活動のツールとして
位置づけられる必要がある。
35）なお、経営形態（官民）や業種により、いずれの項目を統計教育において重視するか、大学教育の達
成度評価については違いが見られた。また、採用や配置時にデータ分析に対する知識をどのように評
価するかについても差が見られた。ツリーモデルを適用した結果、国家公務員や都道府県では、配置
に際して他に比して統計知識が重視されていない。また、民間企業では製造業における配置で、小売
り・サービス業では社員数の少ない職場で、配置に際して統計知識が重視されていることがわかる。
36）指摘された状況は、従業員教育でOJT（現場で、生きた、その企業にとって固有のデータに当たらせ
て学ばせる）を行う企業・団体が最大数を占めた一因とも考えられる。
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　新指導要領における統計教育の学習内容の変更は、量的な面にとどまらず、その教育方針
が従来の「資料の整理」から「資料の活用」「データの分析」へと質的に拡充された点が重
要である。すなわち、新指導要領では、単に与えられたデータをまとめる力だけでなく、現
実の、不確実な現象を統計学的にとらえ、分析に必要な情報を判断し集め、その特徴をまと
め分析し、そこから得られる結果を読み取り、それを問題解決に活かしていくという一連の
能力の獲得が要求されている。これを成功させるためには、今まで以上に、いかに統計を学
ばせるかに注意を払い、工夫を行っていかなければ、十分な成果は得られない。
理科離れ、数学離れが危惧される中、まずは「興味を持たせる」こと、「やる気を起こさせる」
ことが何よりも重要である。2007 年 8 月末にリスボンで行われた ISI（TheInternational
StatisticalInstitute）の 56 回大会でも、児童・生徒・学生のみならず社会人までを含んださ
まざまな階層への統計教育に関わるセッションが行われた。そこで各国の発表者が共通して
強調していたのは、「興味を持たせる」こと、「やる気を起こさせる」ことの重要性である。
このため、たとえば、ある手法を教える際には
・学習の始めに、その手法は、何に役立つのか、何ができるようになるのか知らせる、
・扱う手法は、合目的的なものに限る、
・（社会に出てからは共同作業が多いので）共同作業の機会を与える、
・それぞれの（専門的な）状況に応じた、現実のニーズを反映する事例を用いる、
などの工夫が必要である。また、リアルデータの利用、場合によってはゲーム感覚をも組み
込んだ素材の適用、デジタル機器あるいはウェブ素材の活用なども学習者の興味を高めるの
に有用と報告されていた。
統計教育の第一歩は、統計を読む力、データを見る目を養うことである。そこでまず統
計を学ぶことのおもしろさが発見できれば、より深くデータについて知りたい、扱いたいと
の気持ちが生じ、データ解析へと通じる統計学を学ぼうとの意欲が生まれてくるだろう。そ
のためには、実践的なデータ（身近で、興味が持てるデータ）を、PC を利用して視覚に訴
えながら、体験的に学ばせる仕組み作りが必要である。また、教師用には、教材、そしてそ
れを扱うソフトウェア等の準備が早急に必要となる。ただ、これらの工夫を実践していくに
は、教授者の意識改革はもちろんのことであるが、多様な授業支援（教材、モデル授業、授
業支援ツールなど）の開発・提供と、それらが実際に利用できる環境の整備・補助が必要で
ある。このような問題意識から、日本においても、統計学に関連する省庁や学会を始めさま
ざまな団体が統計学習のための支援サイトを開設・拡充に着手している。今後、いっそうの
充実が望まれる。
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４−２　大学における統計教育
（1）学生の間にしておくべきこと
　本稿で見てきた統計知識の意義についてもう一度まとめておこう。
　統計知識を身につけることは、不確実な事象の起こりやすさを表現する力、適切なデータ
収集方法や実験・観察に関する知識、得られたデータのまとめ方や表現方法、統計的推測の
基礎を身につけデータに基づく分析と判断を行う能力を体得することを意味している。
　この知識は、責任ある個人として社会に参加していくために、さらには仕事の場でイノベ
イティブな創造・開発を行っていくために必要であり、ビジネス、行政、科学技術、環境、
医療・医薬などあらゆる場面で必須の基礎知識である 37）。
第 2 節で見たように、現在までの小中高等学校における統計教育には不十分な点が多い。
一方で第 3 節で見たように、社会での統計知識の需要度は高い。在学中にできる限り、統計
知識、すなわち、問題解決のスキル、論拠に基づくプレゼンテーション・コミュニケーショ
ン能力を身につけておくべきである。
　さまざまな講義科目が受講可能であるし、また、たとえば下記のようなサイトを利用して
自習を行うことも可能である。
総務省統計局の統計学習サイト（http://www.stat.go.jp/edu/index.htm）、
統計関連学会連合が提供するデータサイト（http://stat.sci.kagoshima-u.ac.jp/~data/）、
理科ねっとわーくが提供する統計学習総合サイト「科学の道具箱」
（http://www.rikanet.jst.go.jp/contents/cp0530/start.html）
（2）教員がなすべきこと
　第 2 節で見た状況を考えるならば、当面の大学生は高校までに統計学をほとんど学んでき
ていない。2011 年度よりまず小学校で新指導要領が実行に移されるが、充実したカリキュ
ラムで学んでくる学生が入学してくるのは約 10 年先のことである。それまでは、講義の際
にこのことを踏まえなくてはならない。
それらの配慮は個々の講義でも必要であるし、統計知識が全ての人に必須であること、
その欠如がコミュニケーション能力に悪影響を与えていることを考えると、できる限り多く
37）グーグルやマイクロソフトといった先端企業の有力者が「『統計分析』こそ次の10年でもっとも魅力
的な職業になる」と言っていることも、この流れを支持している。グーグルのチーフエコノミスト
HalVarianの言葉が掲載されたニューヨークタイムスの記事はhttp://www.nytimes.com/2009/08/06/
technology/06stats.html?_r=4で、マイクロソフトの採用活動ブログのエントリーはhttp://jobsblog.
com/blog/top-three-new-tech-majors/で、両者を日本語で紹介している記事はhttp://www.publickey1.
jp/blog/10/10_3.htmlで閲覧できる。
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の学生が最低限の統計知識を身につけて卒業できる仕組みを考慮していくことも必要であろ
う。
　 4 - 1 で見た新しい統計教育の方向性について、そのような変更が必要なのは、初等・中
等教育ばかりではない。大学における統計教育も、単なる知識理解としての統計学から、リ
アルデータを用い、実践的なデータ分析ができる、応用能力を身につけた人材育成をめざし
て変わっていく必要がある。
　さらに、小中高等学校の授業モデルあるいは教材開発の支援が必要である。新指導要領で
は統計教育に関するカリキュラム内容は充実した。また時間数も大きく増加した。しかしな
がら、学習内容や時間数が増えただけでは問題は解決しない。適切な教育法・教材の模索や
準備、教員教育のための手だてがとられなければならない。現場での教育が変わらなければ、
カリキュラム拡充はただの絵に描いた餅に過ぎない。たとえば、新指導要領でも「資料の活
用」や「データの分析」の学習において、これまで以上に PCを活用すること、PCを利用
しデータを扱う実習が推奨されている。このような流れを受け、急ぎ「資料の活用」や「デ
ータの分析」を教えるにあたっての学習教材や授業モデルを用意していく必要がある。児童
や生徒が興味を持つデータソースの準備に加え、気軽に楽しく、そして正確に、知らず知ら
ずのうちに統計学の知識を身につけていけるようなソフトウェアの開発が必要である。
　自身の研究に統計学を用いる者は誰でも統計教育の大切さは知っている。日々先端の技術・
知識の開発・取得に力を注いでいる。しかし、初等・中等教育における基礎なくしては、高
等教育・社会教育の成功はあり得ない。その意味で、我々は、もう少し小中高の教育の現状
に関心を持ち、できる範囲での助力をしていくべきであろう。
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